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令和６年度　今治市営住宅指定管理者モニタリング結果

今治市営住宅

今治市桜井一丁目５番４号　ほか140団地

指定管理者

今治市営住宅管理グループ

（代表団体）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（構成員）
株式会社第一ビルサービス　代表取締役　坂根 紳也　　四国通建株式会社　代表取締役　高木　康弘

広島県広島市中区大手町５丁目３番12号　　　　今治市南大門町１丁目１番地の15

モニタリング
の実施方針・

方法等

　本施設の管理運営業務の確認にあたっては、管理運営状況を事業報告書、実地調査、利
用者アンケート、指定管理者へのヒアリング等により把握しました。
　その後、指定管理業務の課題ごとに、指定管理者による自己評価及び市による評価結果
を取りまとめました。

担当部課
(問合せ先)

建設部　都市政策局　建築住宅課

ＴＥＬ：０８９８－３６－１５６６

Ｅ－mail：kenchiku@imabari-city.jp

指定管理者自己評価 市による評価

　広島本社からのバックアップ
を強化し、施設管理に必要な基
本方針の教育、指導を徹底いた
しました。また、市の基本方針
に沿い、より質の高い入居管
理、施設管理を行いました。

　施設の設置目的をよく理解し
て各事業を実施できている。ま
た、施設の管理運営も設置目的
に沿った運営が行われている。

　募集から入居までの体制構築
がしっかりと確立できず、期待
していた効果には達しませんで
した。最終四半期においては、
一般修繕予算内で空き家修繕を
行い、目標募集住戸を達成いた
しました。しかし、年度内での
入居に結び付けることができ
ず、この２７戸については令和
７年度入居になる予定です。

　入居者の公募については、定
期募集及び随時募集を行い入居
率の向上に努めたが、独居高齢
者の死亡や施設入所による退去
等が増加しており入居率は減少
している。一方で入居希望者へ
の入居案内に遅れが生じている
ため、円滑な入居の促進を求め
る。



課題 指定管理者自己評価 市による評価

事業収支 Ａ Ｂ

管理運営体制 Ｂ Ｂ

管理運営業務 Ｂ Ｂ

施設管理業務 Ｂ Ｂ

利用業務 Ｂ Ｂ

　入居者等管理業務について
は、仕様書に基づき各種手続き
が適正に実施されている。収納
等管理業務については、住宅使
用料の収納率の改善に向けて現
状分析等を行い、滞納者への迅
速かつ適切な納付指導により、
収納率の向上を図られたい。

　公募においては、ホームペー
ジにて情報を発信など現在考え
うる対応を実施いたしました。
今後の運営においては、新たな
取組を検討してまいます。ま
た、入居の問い合わせ等電話対
応や窓口接客については、研
修・勉強会等を実施することで
接客力の向上をはかり、入居促
進に向けての取組を行っており
ます。

　利用業務全般において、仕様
書に基づいた適切な実施が認め
られた。入居促進業務について
は、現状に即した目標設定を行
い、民間のノウハウを活かした
入居促進方法を検討されたい。

　修繕予算については、地元業
者を有効活用することで修繕費
の縮減に努め、予防修繕ができ
る体制を作ることができまし
た。除草業務については、初年
度から縮減した修繕予算の中で
防草シートによる対策を実施
し、毎年の除草に係る費用を減
らす工夫を試みております。事
務用備品については、リースも
しくはレンタルにより年間の費
用を抑える取組を実施いたしま
した。

　収支計画に基づき、おおむね
計画どおりに管理運営業務が実
施されている。修繕業務や施
設・設備の維持管理業務につい
ては、物価等の高騰が続く中、
経費削減に努め、予算内で実施
されている。今後は、適正な事
業計画の策定を行い、安定した
管理運営を目指されたい。

　提案させていただいた人員体
制の構築には至っておりません
が、広島本社などからのバック
アップ体制で業務に滞りがない
よう心掛けました。障がい者雇
用については、今治営業所とし
ての実績はありませんが、会社
としては積極的に取り組んでお
ります。会社全体の雇用率は
5.16％であり、基準を大きく上
回っております。引き続き取組
を継続いたします。

　事業計画に基づき、各種研修
等（接遇接客、クレーム対応、
個人情報保護）を行い、サービ
スの向上を図っている。事業計
画により提案された人員体制が
確保できていないため、増員を
行い、適正な人員配置で施設管
理運営を行うよう求める。

　収入申告時期については、他
事業所からの応援体制を強化
し、本庁、支所、受付期間外に
営業所に来所される入居者への
対応を適切に行いました。

　建物巡視点検のほか、近くで
修繕が発生した折には住宅の状
況を確認するよう努め、劣化状
況の変化を早期発見できるよう
意識して取り組んでおります。

　建物や設備等の点検、保守は
仕様書に基づき適正に実施され
ている。保全巡回を定期的に実
施し、空家の雑草等が放置され
ることのないように努められた
い。



課題 指定管理者自己評価 市による評価

その他業務 Ｂ Ｂ

修繕業務 Ａ Ｂ

備品管理業務 Ａ Ａ

行政財産の目
的外使用許可

手続業務

自主事業 Ｃ Ｃ

地域団体との
連携

Ｂ Ｂ

利用者
アンケート

Ｂ Ｂ

　開業日、開業時間において
は、満足のいく運営ができまし
た。いち早く人員体制を安定化
させ、出勤シフトの充足を図っ
てまいります。

　入居者等が利用しやすいよう
土日（祝日を除く）も開業し、
開業時間を17 時 30 分まで延長
していることは評価できる。今
後は事業所における防災マニュ
アルを整備し、災害時における
連絡体制や職員の役割分担につ
いて整理されたい。

　計画のうち一部の事業につい
て実施に至らなかったものが
あった。入居者サービスの向上
を図る観点から、積極的に新し
い事業を提案し、それを確実に
実施することを求める。

　必要に応じて連携をとり、今
後の方針の確認をしあっており
ます。

　入居者の高齢化が進む中、一
人暮らしの高齢者等についての
安否確認件数が増加している。
生活状況に異常が認められる場
合は、関係機関と連携して情報
の把握に努めている。

　回答項目について、「悪い・
大変悪い」が3％でした。コメン
トをいただいたアンケートの結
果を真摯に受け止め、満足度向
上につながるよう、日頃より丁
寧な言動を心がけて業務に取り
組む所存です。今年度はアン
ケート実施が遅くなり、十分な
ご意見をいただくことができて
おりませんでした。次年度は、
収入申告のご案内に合わせてア
ンケートの発送を行い、収入申
告時に回答をお預かりするよう
にし、出来るだけ多くの方のご
意見をいただけるようにしま
す。

　アンケート結果はおおむね良
好であったものの、回収数が少
ないため、周知方法や回収方法
について改善を検討されたい。
また、アンケートに記載された
意見について、入居者等の意
見・要望等を把握しサービスの
向上に努められたい。

　期中において空き家修繕予算
が超過してしまい、一部を一般
修繕予算にて対応いたしました
が、全体的には有効的に修繕予
算を執行することができまし
た。次年度以降も予防修繕、突
発的な修繕にも対応できる予算
管理を徹底いたします。

　時間外緊急受付センターを設
置し、修繕等の対応が24時間365
日可能な体制を整えている。退
去に伴う空家修繕について、迅
速に実施し、スムーズに次の入
居者へ案内ができるように努め
られたい。

　備品購入実績はありません。
複合機、PC、シュレッダー、事
務所内防犯カメラはリース、レ
ンタルで対応しております。

　備品管理については適正に行
われている。市の貸与備品につ
いても適正に管理されている。

　防災啓発、高齢者との触れ合
いなどの自主事業については情
報収集に努めましたが、実施ま
でには至りませんでした。ま
た、一般修繕対応時に設備の説
明を個別対応にて行うことがで
きました。



課題 指定管理者自己評価 市による評価

事故・苦情 Ａ Ｂ

指定管理者の
経営状態

　安否確認に関しては、迅速な
対応を行い、状況の報告まで完
遂できております。クレーム対
応については、根本解決ができ
ていないものも多くあります
が、できうる限りの対応をする
ことができました。

　住民からの様々な苦情、要
望、意見等に対し、対応は速や
かに行われている。市営住宅に
は高齢者、障がい者、生活保護
受給者、ひとり親世帯等の入居
者が多く、苦情、相談等の対応
については、関係機関と連携し
て適正に行われている。

指定管理者として問題なく経営が行われてい
る。

総　合　コ　メ　ン　ト　（市）

　指定管理者は、今治市営住宅条例、施行規則及び業務仕様書に基づき、施設の設置目的や特性を踏まえ
た管理運営に努めており、指定管理業務がおおむね適正に実施されていると認められる。
　指定管理制度初年度であるが、他自治体での指定管理業務の実績を活かし、施設の管理運営を行ってい
る。
　管理運営体制については、事業計画により提案された人員体制が確保できなかった。広島本社などから
のバックアップ体制で業務に支障は出ていないものの、増員を行い、施設の管理運営を適正かつ安定的に
実施できる体制構築を図られたい。
　指定管理業務におけるモニタリング結果については、一定の水準を満たしていると認められる。今後
は、入居率や収納率の現状分析等を行い、改善に向けて業務に取り組むことを求める。


